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注：「国勢調査」，「⽇本の地域別将来推計

⼈⼝（平成 25 年 3 ⽉推計）」より作成

年における 人の 別人口動  

⼩池司朗

１．はじめに 

⽇本の総⼈⼝は 2008 年 を境に減少に じた⼀⽅で，外国⼈⼈⼝は 加の⼀ をたどっ
ている。総務省⾃治⾏政局「 基本 に基づく⼈⼝、⼈⼝動態 び 数調査」（以下，
「 基本 ⼈⼝」）によれば，2020 年 1 ⽉ 1 ⽇現在の外国⼈⼈⼝は約 287 万⼈にのぼ
り，総⼈⼝に占める割合は約 2.3％まで上昇している。このような状況を受け，2015 年の国
勢調査⼈⼝を基準とした国⽴社会保 ・⼈⼝問題研究所（以下，社⼈研）「⽇本の将来推計
⼈⼝（平成 29 年推計）」では，⼈⼝を明⽰的に⽇本⼈と外国⼈に分けた将来⼈⼝推計が⾏わ
れている。

⼀⽅，同じく 2015 年国勢調査⼈⼝を基準とした社⼈研「⽇本の地域別将来推計⼈⼝（平
成 30 年推計）」では⽇本⼈・外国⼈別の推計は⾏っておらず，出⽣・死亡・⼈⼝移動とも⽇
本⼈・外国⼈を統合した傾向をもとに仮定値を 定している。しかしながら，地域別にみた
外国⼈の⼈⼝移動パターンは⽇本⼈⼈⼝の⼈⼝移動パターンとは⼤きく異なっていること
には 意が必要である（中川ほか 2016）。図 1 は，2015 年の外国⼈⼈⼝割合と，2010 年国
勢調査⼈⼝を基準とした社⼈研「⽇本の地域別将来推計⼈⼝（平成 25 年 3 ⽉推計）」によ
る 2015 年の推計⼈⼝の誤差率 対値の 関係数を，2015 年の⼈⼝規模別にみたものであ
る。

図 1 2015 年の⼈⼝規模別，外国⼈⼈⼝割合と推計誤差率 対値（2015 年）の 関係数

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月
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本図から明らかなように，とくに⼈⼝規模の⼤きい地域では⼩さくない正の 関がみら
れ，外国⼈⼈⼝割合が⾼いほど誤差率 対値が⼤きい傾向が表れている。推計は 影の観点
で⾏われているため，誤差率が⼤きいのは，基本的には⼈⼝動態（地域別将来⼈⼝推計（以
下，地域推計）では主に⼈⼝移動）の傾向が変化したことを意味する。すなわち，外国⼈⼈
⼝割合が⾼い地域では，総じて⼈⼝移動傾向が変化しやすいことを⽰ しているといえる。 

以上のことから，とくに⼈⼝移動については⽇本⼈と外国⼈を統合した傾向を地域推計
の基準とすることが 影の観点から必ずしも適切とはいえない可能性もある。そこで本稿
では，近年における外国⼈の地域別⼈⼝動向に 点を当て，⽇本⼈の⼈⼝動向との⽐較を

まえながら主に⼈⼝分布変化の観点からいくつかの分析を⾏う。地域推計においても，
⽇本⼈・外国⼈別の推計への 要は⾼まってきており，そのための検証は かすことがで
きない。 来，外国⼈の地域別⼈⼝動向について できる資料はほとんど存在しなかっ
たが，2012 年の 基本 法の 正を 機として，少しずつではあるものの地域別の外
国⼈⼈⼝に関する統計も⼊⼿可能となってきた。本稿は，それらの統計を活⽤し，地域推
計において外国⼈⼈⼝の 加に対応した推計 デ が可能かどうかを に，いくつかの
個別事例の検証を含め， 的な分析を⾏うことを主たる⽬的とする。 
 
２． 人人口に る統計 

 分析に⼊る前に，外国⼈⼈⼝に関する統計について 触れておく。全数としての外国⼈
⼈⼝が 可能な主な統計として，総務省統計局「国勢調査」，総務省⾃治⾏政局「 基
本 ⼈⼝」，法務省「在 外国⼈統計」（ ・ 録外国⼈統計）の 3 つの統計が挙げられる。
以下，各統計における外国⼈の表章について簡単に述べる。 
 「国勢調査」は，外国⼈⼈⼝について 地域別・国籍別等，詳細な属性別の⼈⼝が
可能である。属性は各回の調査で異なるものの，1920 年の 1 回調査から継続して外国⼈
⼈⼝が表章されており，外国⼈⼈⼝の変化に関して⻑期的な時 分析も可能である。「在

外国⼈統計」には，都道府県別 ⼥年齢別国籍別の⼈⼝や他の統計では得られない在 資
格別の⼈⼝が都道府県別に表章されている。2012 年に「 録外国⼈統計」から「在 外国
⼈統計」となってからは 年 6 ⽉と 12 ⽉に統計が公表されるようになり，3 つの統計のな
かで最も 頻度が⾼い。「 基本 ⼈⼝」においては，上述の 基本 法の 正
により，2014 年から外国⼈⼈⼝が表章されるようになった。そのなかには，市区町村別の
⼈⼝動態や 数， ⼥ 5 歳階級別⼈⼝などが含まれるが，国籍別⼈⼝の情報は存在しな
い。 
 外国⼈⼈⼝の分析が な要因のひとつとして，3 統計で される外国⼈⼈⼝の違いが
挙げられる。表 1 は，「国勢調査」（2015 年 10 ⽉ 1 ⽇），「在 外国⼈統計」（2015 年 12 ⽉
31 ⽇），「 基本 に基づく⼈⼝、⼈⼝動態 び 数調査」（2016 年 1 ⽉ 1 ⽇）によ
る全国の ⼥ 5 歳階級別外国⼈⼈⼝である。本表には，「 基本 ⼈⼝」による⼈⼝を
100 とした場合の指数を併記しているが，3 統計のなかでは「在 外国⼈統計」による⼈⼝
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本
⼈⼝

国⼈
計

国
国⼈
計

国
本

⼈⼝
国⼈
計

国
国⼈
計

国

0〜4歳 39,117 39,669 32,308 101.4 82.6 36,487 36,892 30,414 101.1 83.4
5〜9 30,885 32,167 26,070 104.2 84.4 29,449 30,740 25,020 104.4 85.0
10〜14 27,198 28,304 23,382 104.1 86.0 25,561 26,648 22,380 104.3 87.6
15〜19 46,793 48,075 37,564 102.7 80.3 45,015 46,254 36,953 102.8 82.1
20〜24 146,903 149,475 101,656 101.8 69.2 129,850 132,294 95,425 101.9 73.5
25〜29 166,569 170,515 116,883 102.4 70.2 148,801 152,401 111,959 102.4 75.2
30〜34 124,982 128,923 94,476 103.2 75.6 137,395 141,159 110,461 102.7 80.4
35〜39 95,383 98,967 74,721 103.8 78.3 121,260 124,517 99,996 102.7 82.5
40〜44 78,872 81,871 63,467 103.8 80.5 111,192 113,896 93,693 102.4 84.3
45〜49 68,886 71,286 55,670 103.5 80.8 106,764 108,995 88,504 102.1 82.9
50〜54 56,748 58,579 46,245 103.2 81.5 81,465 83,303 67,366 102.3 82.7
55〜59 40,541 41,906 33,535 103.4 82.7 55,681 57,148 45,928 102.6 82.5
60〜64 32,525 33,432 27,929 102.8 85.9 39,960 41,036 33,762 102.7 84.5
65〜69 26,236 27,009 23,174 102.9 88.3 28,438 29,179 24,745 102.6 87.0
70〜74 17,053 17,457 15,617 102.4 91.6 20,823 21,162 18,600 101.6 89.3
75〜79 11,178 11,416 10,159 102.1 90.9 15,869 16,036 13,501 101.1 85.1
80歳 上 10,354 11,017 9,157 106.4 88.4 20,177 20,459 16,284 101.4 80.7
数 1,020,241 1,050,070 807,136 102.9 79.1 1,154,228 1,182,119 945,232 102.4 81.9

⼥
⼈⼝（⼈） 数（ ⼈⼝＝100） ⼈⼝（⼈） 数（ ⼈⼝＝100）

が最も多く，「国勢調査」による⼈⼝が他の 2 統計と⽐較して⼤幅に少なく，とりわけ ⼥
とも 20 歳代を中⼼とする 年⼈⼝で差異が⼤きい。「国勢調査」と他の 2 統計の間に 3
⽉のタイ ラグがあることを考慮しても，「国勢調査」による外国⼈⼈⼝の少なさは顕著で
あり，その要因として外国⼈が「国勢調査」に対して⾮ ⼒的である可能性が指摘されてい
る（ 川 2019）。 
 

表 1 3 つの統計による ⼥年齢別外国⼈⼈⼝の⽐較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：「 基本 ⼈⼝」は 2016 年 1 ⽉ 1 ⽇現在，「在 外国⼈統計」は 2015 年 12 ⽉ 31 ⽇現在，「国勢

調査」は 2015 年 10 ⽉ 1 ⽇現在。 

 
 
 本稿の主 が近年の外国⼈の地域別⼈⼝動向にあること，また外国⼈⼈⼝の変化が し
いことなどから，主に 頻度の⾼い「 基本 」および「在 外国⼈統計」を⽤いて，
外国⼈⼈⼝の地域分布変化等に関する分析を⾏う。 
 
３． に 人人口の動  

 外国⼈⼈⼝の地域分布の分析に⼊る前に，全国的にみた外国⼈⼈⼝の動向について簡単
に触れる。 
 図 2 は，「在 外国⼈統計」による 1980 年以降における全国の国籍別の外国⼈⼈⼝の推
移を⽰したものである。外国⼈⼈⼝の総数は 1980 年には約 78 万⼈であったが，2019 年に
は約 293 万⼈と 4 倍 に 加している。国籍別にみると，2019 年時点で多い に，中国
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⼈
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中国 国 ベ

の

（29.9％）， 国・ （16.2％），ベト （14.0％）， ン（9.6％）， ラジ （7.2％）
となっており，この 5 カ国で全体の 77.0％を占めている。 国・ ⼈の⼈⼝が減少傾向
にある⼀⽅で，その他の ジ 諸国の外国⼈⼈⼝ 加が⽬⽴っており，とくにベト ⼈の

加は顕著である。外国⼈全体とこれら 5 カ国の 2019 年の⼈⼝ ラ ドを くと図 3 の
ようになり，国籍によって性年齢 が⼤きく異なることが⾒て取れる。このような性年齢

の違いに⼤きく影響している要因のひとつが在 資格である。5 カ国における 2019 年
の在 資格別⼈⼝は表 2 のとおりであり，各国間で在 資格の分布は⼤きく異なっている。
最も多数を占める中国⼈は外国⼈全体の分布に近いが，「 ・⼈⽂知 ・国 務」と「
学」の割合がやや⾼く， 国⼈はいわ る ー ドカ ーが多いことから，「特別 者」
をはじめとする「 分・地位に基づく在 資格」の割合が⾮常に⾼い。近年急 しているベ
ト ⼈は「 能実 」が半数以上を占め， ン⼈は「 分・地位に基づく在 資格」
の割合が⾼いが，そのなかでは「 者」・「定 者」および「⽇本⼈の配 者等」が⼤半を
占めている。 ラジ ⼈は，ほぼすべてが「 分・地位に基づく在 資格」となっている。
また，在 資格別の⼈⼝ ラ ドは図 4 のとおりであり，国籍別の⼈⼝ 成の違いには
在 資格別の⼈⼝ 成が強く反映されていることがうかがえる。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：法務省「在 外国⼈統計」 

 
図 2 国籍別外国⼈⼈⼝の推移 
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資料：法務省「在 外国⼈統計」 

 
 

図 3 国籍別の⼈⼝ ラ ド（2019 年） 
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資料：法務省「在 外国⼈統計」 
 
 

図 4 在 資格別の⼈⼝ ラ ド（2019 年） 
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（％）

9.3 14.0 11.8 6.9 51.0 7.0
中 国 11.2 10.1 17.7 10.1 43.1 7.8
韓 国 6.1 0.0 4.0 2.7 84.2 3.0
ベ ト ナ ム 12.6 53.1 19.2 5.2 7.2 2.7
フィリピン 2.9 12.7 1.2 1.3 77.8 4.2
ブ ラ ジ ル 0.3 0.0 0.3 0.4 98.6 0.4

技術・人文
知識・

国際業務
技能実習 留　　　学 家族滞在

身分・地
位

その他

表 2 国籍別，在 資格別⼈⼝割合（2019 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：法務省「在 外国⼈統計」 
 
４． 人の 分 の分析 

 外国⼈の地域分布について，以下では外国⼈の国籍別⼈⼝や年齢別⼈⼝を対象として主
にジ 係数による分析を⾏う。その ，全国的な傾向は都道府県別⼈⼝から求めたジ 係数
により，また都道府県別の傾向は市区町村別⼈⼝から求めたジ 係数により，それぞれ
する。 
 
４ １． 別に 分  

 外国⼈⼈⼝割合は都道府県によって⼤きな差があり，2019 年時点での最⾼は東京都
（4.0％），最低は ⽥県（0.4％）となっている。また，2014 年と 2019 年の⼈⼝を⽇本⼈
と外国⼈別にみると（表 3），5 年間で⽇本⼈が 加しているのは東京圏の 1 都 3 県と 知
県，沖縄県の 6 都県にとどまっているのに対し，外国⼈は全都道府県で 加している。ただ
し， 加率には沖縄県の 76.9％から ⽥県の 6.6％まで⼤きな幅がある。 
 「在 外国⼈統計」から，2013 年と 2018 年の国籍別⼈⼝のジ 係数を求めたのが表 4 で
ある。本表には，⽇本⼈と外国⼈全体（2014 年，2019 年）についてのジ 係数も併記して
いる。まず⽇本⼈と外国⼈を⽐較すると，外国⼈のジ 係数の⽅が⾼く，都道府県単位でみ
れば外国⼈の⽅が集中的な分布を⽰していることがわかる。実 に，「 基本 ⼈⼝」
による 2019 年の外国⼈の全国に占める東京圏の⼈⼝シ は 41.0％（⽇本⼈は 28.5％），
三⼤都市圏の⼈⼝シ は 70.1％（⽇本⼈は 51.7％）と，⼤都市圏への⼈⼝集中が⽬⽴っ
ている。ただし，2013 年と 2018 年を⽐較すると，⽇本⼈はやや集中化の傾向があるのに対
して，外国⼈はほぼ横ばいとなっている。国籍別にみると，中国・ ・ 国などで集中傾
向が強い⼀⽅で，インド シ やベト などでは集中傾向はあまり強くない。2013 年か
ら 2018 年の 5 年間でみると，⽐較的⼤きな変化が⽣じているのは中国⼈とベト ⼈であ
り，中国⼈は集中化，ベト ⼈は分散化の傾向がそれぞれみられる。 
 続いて，「 基本 ⼈⼝」から⽇本⼈と外国⼈の年齢別のジ 係数の変化をみるが，
本稿では年齢 5 歳階級別の ー ートで観察する（表 5）。たとえば，期 年齢 0〜4 歳は 
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2014年 2019年 2014年 2019年

国 126,434,634 124,776,364 -1.3 2,003,379 2,667,199 33.1
北海道 5,441,079 5,268,352 -3.2 21,966 36,061 64.2
⻘森県 1,363,963 1,287,029 -5.6 3,895 5,680 45.8

県 1,305,990 1,243,012 -4.8 5,377 7,130 32.6
宮城県 2,314,509 2,281,915 -1.4 14,930 21,183 41.9
⽥県 1,066,538 996,292 -6.6 3,688 3,931 6.6

⼭ 県 1,145,288 1,088,125 -5.0 6,030 7,258 20.4
福島県 1,966,594 1,887,006 -4.0 9,502 14,047 47.8
城県 2,944,064 2,871,183 -2.5 49,574 65,001 31.1
県 1,980,414 1,935,463 -2.3 29,858 40,658 36.2
県 1,979,094 1,924,605 -2.8 40,593 56,597 39.4
県 7,168,616 7,200,193 0.4 120,232 177,095 47.3

葉県 6,141,503 6,157,685 0.3 106,357 153,505 44.3
東京都 12,807,627 13,189,049 3.0 394,410 551,683 39.9

川県 8,940,001 8,976,954 0.4 160,605 212,567 32.4
県 2,341,907 2,242,517 -4.2 12,965 16,792 29.5

富⼭県 1,078,692 1,045,031 -3.1 12,920 18,262 41.3
川県 1,152,949 1,130,737 -1.9 10,431 15,211 45.8

福井県 797,066 771,847 -3.2 11,163 14,656 31.3
⼭ 県 848,292 817,065 -3.7 13,323 15,704 17.9
⻑野県 2,130,885 2,066,413 -3.0 29,929 35,478 18.5

県 2,054,702 1,990,598 -3.1 43,474 53,516 23.1
静岡県 3,731,920 3,637,196 -2.5 71,561 89,341 24.8
知県 7,288,942 7,311,801 0.3 189,664 253,508 33.7

三 県 1,827,576 1,773,994 -2.9 41,284 50,643 22.7
県 1,397,955 1,390,806 -0.5 23,824 29,274 22.9

京都府 2,534,567 2,494,923 -1.6 51,337 60,145 17.2
⼤阪府 8,678,514 8,613,021 -0.8 200,180 235,977 17.9

県 5,560,378 5,462,316 -1.8 94,983 108,302 14.0
県 1,392,193 1,350,265 -3.0 10,841 12,516 15.5

和 ⼭県 1,006,455 958,055 -4.8 5,781 6,543 13.2
県 583,274 561,445 -3.7 3,793 4,607 21.5

島根県 706,064 677,251 -4.1 5,300 8,875 67.5
岡⼭県 1,924,542 1,883,926 -2.1 20,666 27,796 34.5
島県 2,838,523 2,787,086 -1.8 37,777 51,546 36.4

⼭⼝県 1,429,968 1,366,822 -4.4 13,178 16,257 23.4
徳島県 777,454 744,521 -4.2 4,888 5,998 22.7
川県 1,001,667 974,869 -2.7 8,361 12,467 49.1
県 1,427,866 1,369,853 -4.1 8,661 11,908 37.5

知県 750,927 713,006 -5.0 3,348 4,474 33.6
福岡県 5,063,541 5,055,178 -0.2 55,272 76,127 37.7

県 848,040 822,443 -3.0 4,245 6,338 49.3
⻑崎県 1,416,850 1,355,223 -4.3 7,683 10,168 32.3
本県 1,816,276 1,764,768 -2.8 9,410 15,311 62.7

⼤ 県 1,188,155 1,147,448 -3.4 9,699 12,770 31.7
宮崎県 1,138,313 1,097,293 -3.6 4,173 6,462 54.9

島県 1,696,429 1,633,098 -3.7 6,362 10,339 62.5
県 1,438,472 1,458,686 1.4 9,886 17,492 76.9

⽇本⼈⼈⼝（⼈） 国⼈⼈⼝

表 3 都道府県別，⽇本⼈⼈⼝と外国⼈⼈⼝（2014 年，2019 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：総務省「 基本 に基づく⼈⼝、⼈⼝動態 び 数調査」 
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2013年 2018年
0.6198 0.6283 0.0085
0.7791 0.7790 -0.0001

中国 0.7831 0.8241 0.0410
0.8616 0.8569 -0.0047

国 0.8406 0.8417 0.0011
ベ 0.7438 0.6836 -0.0601

0.7321 0.7214 -0.0107
イ 0.6591 0.6442 -0.0150

0.8377 0.8379 0.0002
イ 0.7787 0.7628 -0.0159
国 0.8159 0.8220 0.0061

0.7683 0.7679 -0.0004
の 0.8099 0.8030 -0.0068

⽇本⼈
国⼈

国 別

期 年
数

（2014年）
数

（2019年）
0〜4歳 0.6293 0.6274 -0.0020
5〜9 0.6169 0.6184 0.0014
10〜14 0.6087 0.6168 0.0081
15〜19 0.6050 0.6585 0.0535
20〜24 0.6382 0.6761 0.0380
25〜29 0.6589 0.6647 0.0057
30〜34 0.6580 0.6578 -0.0002
35〜39 0.6537 0.6539 0.0002
40〜44 0.6627 0.6637 0.0011
45〜49 0.6556 0.6566 0.0010
50〜54 0.6193 0.6190 -0.0003
55〜59 0.5850 0.5830 -0.0020
60〜64 0.5866 0.5843 -0.0024
65〜69 0.6087 0.6071 -0.0016
70〜 0.5779 0.5842 0.0063

期 年
数

（2014年）
数

（2019年）
0〜4歳 0.8034 0.8121 0.0087
5〜9 0.7989 0.8028 0.0039
10〜14 0.7951 0.7740 -0.0211
15〜19 0.7762 0.7488 -0.0274
20〜24 0.7470 0.7723 0.0254
25〜29 0.7710 0.7808 0.0098
30〜34 0.7810 0.7887 0.0077
35〜39 0.7860 0.7869 0.0008
40〜44 0.7891 0.7862 -0.0029
45〜49 0.7948 0.7927 -0.0021
50〜54 0.8034 0.8006 -0.0028
55〜59 0.8024 0.8012 -0.0012
60〜64 0.8040 0.8037 -0.0003
65〜69 0.8124 0.8123 -0.0001
70〜 0.8281 0.8272 -0.0009

表 4 国籍別ジ 係数（2013 年，2018 年） 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：⽇本⼈と外国⼈の値は「 基本 に基づく⼈⼝、⼈⼝動態 び 数調査」（2014 年，2019 年）

より算出，国籍別の値は法務省「在 外国⼈統計」より算出 

 
表 5 ⽇本⼈と外国⼈の ー ート別ジ 係数（2014 年，2019 年） 

         
⽇本⼈                   外国⼈ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

総務省「 基本 に基づく⼈⼝、⼈⼝動態 び 数調査」より算出 
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2014 年時点で 0〜4 歳であり，2019 年には⽣存していれば 5〜9 歳となる ー ートであ
る。⽇本⼈では，期 年齢 15〜19 歳および 20〜24 歳における集中化が⽬⽴ち，10〜14 歳
および 25〜29 歳においてもやや集中化しているが，50〜54 歳から 65〜69 歳にかけては

ながら分散化の傾向がみられる1。外国⼈では，10〜14 歳と 15〜19 歳では分散化，20〜
24 歳から 30〜34 歳にかけては集中化の傾向がみられ，40〜44 歳以上では ながら分散
化の傾向となっている。このような現象の要因については詳細な分析が必要であるが，10〜
14 歳や 15〜19 歳において⽇本⼈と異なり分散化傾向を⽰す⼤きな要因としては， 規に
⼊国する外国⼈のなかに各地に点在する⼤学の 学⽣が多く含まれることが挙げられよう。 
 
４ ２．市区町村別に 分  

 表 6 は，市区町村別の⽇本⼈⼈⼝と外国⼈⼈⼝から都道府県別のジ 係数を算出したも
のである。本表で，⽇本⼈⼈⼝については「 基本 ⼈⼝」（2014 年，2019 年）を⽤
いているが，外国⼈⼈⼝については次に国籍別の⼈⼝分布変化をみるため，「在 外国⼈統
計」（2013 年，2018 年）を⽤いている。⽇本⼈⼈⼝は 2014〜2019 年の 5 年間において全
都道府県でジ 係数が上昇している⼀⽅で，ほぼ同じ 5 年間において外国⼈⼈⼝のジ 係
数が上昇しているのは 17 県にとどまる。ジ 係数の変化幅も総じて⽇本⼈と⽐較して⼤き
く，最⾼は島根県（+0.0704），最低は⼤分県（-0.0365）となっている。とくに⻄⽇本では，
外国⼈⼈⼝のジ 係数が低下する府県が⽬⽴つようにみえる。 
 ジ 係数の変化を国籍別にみると（表 7），国籍によって傾向が⼤きく異なっている。中
国⼈や ン⼈ではジ 係数が上昇する県が⽬⽴ち， 国⼈・ ラジ ⼈・ メ カ⼈
では上昇する県と低下する県が概ね する⼀⽅で，ベト ⼈や ⼈ではジ 係数が
低下する県が 勢である。とりわけベト ⼈では 43 都道府県で低下しており，都道府県
内では⼈⼝が分散化する傾向が顕著となっている。福島県では国籍「その他」も含め，すべ
ての国籍の⼈⼝でジ 係数が低下している。 
 続いて前 と同様，「 基本 ⼈⼝」から年齢 5 歳階級の ー ート別のジ 係数を
求めるが，その には 意すべき点がある。「 基本 ⼈⼝」では，外国⼈ の「
性総数が 1〜9 ⼈」・「⼥性総数が 1〜9 ⼈」・「 ⼥計総数が 49 ⼈以下」のいずれかに該当す
る市区町村において，外国⼈の ⼥ 5 歳階級別⼈⼝が表章されていない2。表 8 は，2014 年
と 2019 年の外国⼈の ⼥ 5 歳階級別⼈⼝の記載状況をまとめたものであるが，1,896 市区
町村のうち，540 市町村では少なくともいずれかの年で外国⼈の ⼥ 5 歳階級別⼈⼝が記
載されていないため， りの 1,356 市区町村を対象として⽇本⼈と外国⼈について都道府 

                                                       
1 ⾼齢の外国⼈⼈⼝が⾮常に少なくなるため，本表は⽐較を にするために 70 歳以上の ー ートで
まとめているが， 研究において前期⾼齢者では⼤都市圏から⾮⼤都市圏に向かう移動が すること
が⽰されており（平  2007），70〜74 歳においてもジ 係数は低下している可能性が⾼い。 
2 https://www.soumu.go.jp/main content/000701326.pdf（2021 年 4 ⽉ 13 ⽇最 ク ス） 
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2014年 2019年 2014年 2019年

北海道 0.8791 0.8851 0.0061 0.9047 0.8902 -0.0145
⻘森県 0.5255 0.5348 0.0092 0.6332 0.6579 0.0247

県 0.4665 0.4830 0.0165 0.4794 0.4465 -0.0329
宮城県 0.6173 0.6231 0.0057 0.6857 0.6840 -0.0017
⽥県 0.4851 0.4918 0.0067 0.4985 0.5202 0.0217

⼭ 県 0.4992 0.5108 0.0116 0.4782 0.5124 0.0343
福島県 0.4587 0.4678 0.0090 0.4796 0.4976 0.0180
城県 0.3861 0.3984 0.0123 0.4710 0.4646 -0.0064
県 0.4251 0.4333 0.0081 0.5667 0.5809 0.0141
県 0.5757 0.5827 0.0069 0.8457 0.8283 -0.0174
県 0.5204 0.5284 0.0080 0.6498 0.6727 0.0229

葉県 0.6158 0.6252 0.0094 0.7017 0.6998 -0.0019
東京都 0.4047 0.4090 0.0043 0.6110 0.6105 -0.0005

川県 0.4129 0.4201 0.0072 0.5826 0.5839 0.0014
県 0.6681 0.6759 0.0078 0.7365 0.7252 -0.0113

富⼭県 0.4352 0.4432 0.0080 0.5352 0.5306 -0.0046
川県 0.6138 0.6285 0.0147 0.6316 0.6380 0.0064

福井県 0.4866 0.4974 0.0108 0.5860 0.6237 0.0377
⼭ 県 0.6045 0.6199 0.0154 0.7883 0.7671 -0.0211
⻑野県 0.5175 0.5239 0.0064 0.5730 0.5648 -0.0082

県 0.5965 0.6052 0.0087 0.6585 0.6546 -0.0039
静岡県 0.5465 0.5518 0.0053 0.6760 0.6604 -0.0156
知県 0.4460 0.4489 0.0030 0.5637 0.5530 -0.0107

三 県 0.5313 0.5445 0.0132 0.6270 0.6345 0.0075
県 0.4339 0.4472 0.0133 0.4687 0.4832 0.0145

京都府 0.6506 0.6544 0.0037 0.7500 0.7479 -0.0021
⼤阪府 0.4023 0.4107 0.0083 0.6892 0.6837 -0.0055

県 0.6442 0.6464 0.0022 0.7925 0.7870 -0.0054
県 0.5834 0.5872 0.0038 0.6093 0.6019 -0.0074

和 ⼭県 0.5834 0.5899 0.0066 0.6881 0.6753 -0.0128
県 0.6305 0.6365 0.0060 0.7239 0.7095 -0.0145

島根県 0.4540 0.4642 0.0103 0.5730 0.6434 0.0704
岡⼭県 0.6218 0.6321 0.0103 0.6590 0.6493 -0.0097
島県 0.6832 0.6913 0.0081 0.7618 0.7517 -0.0101

⼭⼝県 0.3834 0.3955 0.0121 0.4995 0.4880 -0.0115
徳島県 0.6497 0.6622 0.0125 0.6363 0.6381 0.0018
川県 0.4322 0.4407 0.0084 0.5962 0.6301 0.0339
県 0.5466 0.5583 0.0118 0.6056 0.5978 -0.0078

知県 0.6242 0.6336 0.0094 0.6855 0.6951 0.0096
福岡県 0.5592 0.5692 0.0100 0.7323 0.7208 -0.0116

県 0.3009 0.3134 0.0125 0.4644 0.4630 -0.0014
⻑崎県 0.4843 0.4947 0.0104 0.5707 0.5770 0.0063
本県 0.7033 0.7138 0.0106 0.8180 0.7891 -0.0289

⼤ 県 0.5136 0.5249 0.0114 0.7883 0.7518 -0.0365
宮崎県 0.5107 0.5188 0.0080 0.5565 0.5665 0.0101

島県 0.4524 0.4635 0.0112 0.5792 0.5489 -0.0303
県 0.6839 0.6841 0.0002 0.7292 0.7216 -0.0077

⽇本⼈ 国⼈

表 6 都道府県別に算出した⽇本⼈と外国⼈のジ 係数（2014 年，2019 年） 
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中国 国 ベ の
北海道 0.0217 0.0056 0.1175 0.0113 0.0021 0.0089 0.0067 0.0200
⻘森県 0.0994 0.0160 0.1825 0.0576 0.0238 0.0071 0.0247 0.0317

県 0.0771 0.0050 0.3937 0.0238 0.0735 0.0775 0.0254 0.0305
宮城県 0.0091 0.0025 0.1557 0.0139 0.0099 0.0087 0.0009 0.0014
⽥県 0.1165 0.0070 0.2466 0.0021 0.0730 0.1489 0.0493 0.0240

⼭ 県 0.0306 0.0181 0.2009 0.0231 0.0260 0.0335 0.0166 0.0432
福島県 0.0069 0.0086 0.1207 0.0413 0.0006 0.0759 0.0363 0.0141
城県 0.0139 0.0082 0.1296 0.0008 0.0168 0.0077 0.0120 0.0011
県 0.0046 0.0097 0.0411 0.0421 0.0074 0.0071 0.0251 0.0277
県 0.0170 0.0068 0.0906 0.0329 0.0024 0.0758 0.0084 0.0205
県 0.0359 0.0071 0.0722 0.0152 0.0074 0.0140 0.0017 0.0410

葉県 0.0041 0.0040 0.0814 0.0016 0.0098 0.0135 0.0014 0.0097
東京都 0.0100 0.0036 0.0067 0.0059 0.0305 0.0184 0.0192 0.0012

川県 0.0087 0.0013 0.0894 0.0083 0.0265 0.0224 0.0127 0.0054
県 0.0073 0.0074 0.0838 0.0069 0.0115 0.0661 0.0076 0.0263

富⼭県 0.0346 0.0231 0.0927 0.0444 0.0134 0.2005 0.1373 0.0780
川県 0.0641 0.0121 0.0270 0.2004 0.0130 0.1210 0.0287 0.0898

福井県 0.0196 0.0118 0.0891 0.0545 0.0300 0.0127 0.0116 0.0197
⼭ 県 0.0198 0.0044 0.1684 0.0134 0.0203 0.0604 0.0124 0.0347
⻑野県 0.0076 0.0028 0.1011 0.0132 0.0292 0.0152 0.0116 0.0017

県 0.0132 0.0149 0.1782 0.0071 0.0049 0.0908 0.0409 0.0041
静岡県 0.0246 0.0086 0.1131 0.0114 0.0096 0.0270 0.0153 0.0160
知県 0.0111 0.0063 0.0047 0.0202 0.0248 0.0185 0.0121 0.0414

三 県 0.0130 0.0060 0.0083 0.0137 0.0035 0.0633 0.0335 0.0116
県 0.0883 0.0085 0.2422 0.0151 0.0241 0.0075 0.0529 0.0564

京都府 0.0098 0.0004 0.0674 0.0073 0.0499 0.0101 0.0238 0.0061
⼤阪府 0.0230 0.0006 0.0021 0.0202 0.0322 0.0144 0.0004 0.0026

県 0.0050 0.0000 0.0511 0.0324 0.0397 0.0098 0.0155 0.0127
県 0.0262 0.0013 0.0843 0.0233 0.0362 0.0645 0.0286 0.0689

和 ⼭県 0.0097 0.0159 0.1887 0.0033 0.0124 0.0507 0.0306 0.0034
県 0.0510 0.0019 0.0935 0.0078 0.0710 0.0441 0.0274 0.0327

島根県 0.0152 0.0295 0.1112 0.0222 0.0099 0.1324 0.0120 0.0658
岡⼭県 0.0571 0.0030 0.0043 0.0616 0.0156 0.0660 0.0423 0.0046
島県 0.0128 0.0074 0.0554 0.0082 0.0023 0.0164 0.0213 0.0165

⼭⼝県 0.0540 0.0004 0.0425 0.2271 0.0607 0.1136 0.0242 0.0204
徳島県 0.0386 0.0153 0.0849 0.0758 0.0246 0.0065 0.0493 0.0400
川県 0.0912 0.0245 0.0088 0.0257 0.0081 0.0683 0.1299 0.0321
県 0.0082 0.0038 0.1686 0.1331 0.0003 0.0387 0.0610 0.0396

知県 0.0231 0.0222 0.0250 0.0135 0.0300 0.0472 0.0582 0.0167
福岡県 0.0057 0.0221 0.1271 0.0094 0.0391 0.0050 0.0117 0.0149

県 0.0454 0.0094 0.2678 0.0178 0.0500 0.0234 0.1279 0.1094
⻑崎県 0.1090 0.0770 0.0934 0.0238 0.0260 0.0532 0.0195 0.1025
本県 0.0178 0.0083 0.0957 0.0271 0.0120 0.0026 0.0052 0.0381

⼤ 県 0.0030 0.0098 0.1816 0.0352 0.0122 0.0359 0.0346 0.0294
宮崎県 0.0145 0.0133 0.1836 0.0356 0.0250 0.0290 0.0108 0.0828

島県 0.0634 0.0174 0.0954 0.0701 0.0335 0.0206 0.0380 0.0182
県 0.0202 0.0120 0.1345 0.0077 0.0029 0.0119 0.0097 0.0108

表 7 都道府県別に算出した国籍別のジ 係数の変化（2013 2018 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

法務省「在 外国⼈統計」より算出 
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2014年 2019年 に 391
2014年の 13
2019年の 136
2014年 2019年 に 1 356
合計 1 896

表 8 「 基本 ⼈⼝」における市区町村別 ⼥年齢 5 歳階級別⼈⼝の記載状況 
 
 
 
 
 
 
 

資料：総務省「 基本 に基づく⼈⼝、⼈⼝動態 び 数調査」 

 
 
県別・ ー ート別のジ 係数を算出した。540 市町村は総じて⼈⼝規模が⼩さい⾃治体で
あり，これらの市町村を除外した場合でも全体的な分布の傾向は⼗分に 可能と考えら
れる。表 9 は，2014 年と 2019 年の双⽅で ⼥ 5 歳階級別⼈⼝が得られる市区町村を対象
として，⽇本⼈と外国⼈について都道府県別 ー ート別ジ 係数の変化の概要を⽰した
ものである。⽇本⼈では，期 年齢が 10〜14 歳から 40〜44 歳の ー ートにおいてジ
係数が上昇する都道府県が多く，とりわけ 15〜19 歳と 20〜24 歳では全都道府県で集中化
の傾向を⽰している。 学や を機に，県 所在都市など都道府県内主要都市への⼈⼝移
動が することを反映していると考えられる。⼀⽅外国⼈は，全年齢を通してジ 係数の
変化が ラスの県と イ スの県が概ね しており，⽇本⼈のような 年 における顕
著な集中化傾向は観察されない。ただ，⽇本⼈と⽐較すると変化の標準偏差が⼤きく，都道
府県による⼈⼝分布変化の差異が⽬⽴っている。その背景には，外国⼈の⼈⼝規模が⼩さい
ことも挙げられるが，年齢別⼈⼝分布変化に関して⽇本⼈と全く異なるパターンを⽰して
いる点には⼤いに 意すべきであろう。 
 
４ ３． 別  

 以上のように，外国⼈⼈⼝の地域別の変化は多様であるが，本節では個別の事例について，
島根県出 市・⼤分県別府市および北海道 町・ 知安町・占 村・佐 間町を対象と
して述べる。 
 

 出 市 分 別 市 

 2013 年から 2018 年の外国⼈⼈⼝のジ 係数の変化が最⼤の島根県と最⼩の⼤分県につ
いて，表 10 に市町村別の外国⼈⼈⼝を⽰した。両県とも⼤半の市町村において 5 年間で外
国⼈⼈⼝が 加しているが，島根県では 加が出 市などに集中しているのに対して，⼤分
県では多くの市町でほぼ万 なく 加している状況である。以下では，2018 年の 対数で
みて最も外国⼈⼈⼝規模が⼤きい島根県出 市と⼤分県別府市を取り上げ，外国⼈⼈⼝  
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期 年 差 ⼤値
⼤値の

都道府県
⼩値

⼩値の
都道府県

0〜4歳 0.0078 16 0.0134 県 0.0283 川県
5〜9 0.0036 33 0.0097 ⻑崎県 0.0068 川県
10〜14 0.0056 44 0.0214 ⻑崎県 0.0087 県
15〜19 0.0157 47 0.0667 福岡県 0.0051 県
20〜24 0.0184 47 0.0876 ⼤阪府 0.0044 ⻘森県
25〜29 0.0090 42 0.0370 ⼭ 県 0.0050 京都府
30〜34 0.0057 35 0.0145 ⼭ 県 0.0115 県
35〜39 0.0038 36 0.0102 県 0.0084 県
40〜44 0.0021 38 0.0066 県 0.0045 県
45〜49 0.0018 25 0.0064 県 0.0037 県
50〜54 0.0015 24 0.0027 京都府 0.0045 県
55〜59 0.0021 19 0.0030 島県 0.0045 ⼭⼝県
60〜64 0.0017 15 0.0025 県 0.0061 東京都
65〜69 0.0018 27 0.0031 城県 0.0077 東京都
70〜 0.0050 40 0.0133 城県 0.0108 東京都

期 年 差 ⼤値
⼤値の

都道府県
⼩値

⼩値の
都道府県

0〜4歳 0.0551 16 0.1127 島根県 0.2753 徳島県
5〜9 0.0408 17 0.0551 県 0.1607 島県
10〜14 0.0889 15 0.1045 ⼤ 県 0.2698 県
15〜19 0.0760 20 0.1304 ⽥県 0.2274 知県
20〜24 0.0752 17 0.1300 川県 0.2268 ⼤ 県
25〜29 0.0528 17 0.1102 島根県 0.1399 ⼤ 県
30〜34 0.0396 23 0.1103 島根県 0.0894 島県
35〜39 0.0298 23 0.1126 島根県 0.0631 ⼤ 県
40〜44 0.0234 26 0.0641 島根県 0.0578 徳島県
45〜49 0.0284 19 0.1310 島根県 0.0776 ⼤ 県
50〜54 0.0229 20 0.1064 島根県 0.0310 ⽥県
55〜59 0.0248 21 0.0457 県 0.0903 宮崎県
60〜64 0.0250 24 0.0586 県 0.0935 徳島県
65〜69 0.0302 26 0.0876 県 0.0989 宮崎県
70〜 0.0270 28 0.0933 ⼭ 県 0.0525 ⻘森県

表 9 都道府県別に算出した⽇本⼈と外国⼈の ー ート別ジ 係数変化の概要 
（2014 2019 年） 

 
⽇本⼈ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

外国⼈ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
総務省「 基本 に基づく⼈⼝、⼈⼝動態 び 数調査」より算出 

- 212 -



2013年 2018年 2013年 2018年
松 市 1,154 1,509 355 ⼤ 市 2,775 3,148 373
浜⽥市 644 627 -17 別府市 3,995 4,433 438
出 市 2,060 4,975 2 915 中津市 611 1,404 793
⽥市 320 385 65 ⽇⽥市 317 463 146

⼤⽥市 301 419 118 市 225 422 197
市 132 266 134 市 145 286 141

津市 243 301 58 津 市 35 28 -7
南市 218 222 4 ⽥市 175 212 37
出 町 88 75 -13 豊 ⽥市 298 494 196
南町 26 37 11 市 109 173 64

川本町 17 14 -3 宇 市 392 653 261
町 18 18 0 豊 ⼤野市 166 214 48

南町 55 103 48 市 201 445 244
津和野町 61 58 -3 国東市 152 246 94
吉 町 98 152 54 島村 0 0 0
海⼠町 7 11 4 ⽇出町 120 123 3
⻄ 島町 10 20 10 町 53 100 47
知 村 1 3 2 町 93 107 14

の島町 77 79 2

表 10 島根県と⼤分県の市町村別外国⼈⼈⼝（2013 年，2018 年） 
 

島根県                   ⼤分県 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：法務省「在 外国⼈統計」 
 
 
加の要因等について可能な範囲で考察する。両市の国籍別⼈⼝の変化をみると（表 11），出

市では ラジ ⼈⼈⼝の 加が⾮常に⼤きい⼀⽅で，別府市ではその他国籍の⼈⼝ 加
が⼤きく，この点は外国⼈⼈⼝の変化を捉えるうえで必要不可 な情報となる。 

まず出 市について，2015 年の外国⼈⼈⼝割合を地区別にみると（図 5），その割合が⾼
いのは伊 野・ などの⼀部の地区に 定されている。 地区には ラジ ⼈を多く
⽤する出 村⽥ 作所が⽴地しており，2018 年時点で同社の正社 数は約 4,000 ⼈である
が，それ以外に約 3,000 ⼈の ラジ ⼈が働いている（  2019）。伊 野・ の両地区
を中⼼とした地域には，同社で働く ラジ ⼈労働者が多く しているものと考えられ
る。出 市の ー ージで公開されているデータから，2015 年 3 ⽉〜2019 年 8 ⽉におけ
る地区別⼈⼝の 減率をみると，⼈⼝ 加率が⾼いのは概ね出 村⽥ 作所に地理的に近
い地区に集中しており，国籍別の内 は不明であるものの，同期間に ラジ ⼈⼈⼝が約
2,000 ⼈ 加していることを考慮すれば，⼈⼝ 加地区では ラジ ⼈⼈⼝の 加が⼤きく
寄与している可能性が⾼い。 

- 213 -



4 ～
2 ～ 4
1 ～ 2
0.5 ～ 1
～ 0.5（％）

� � ����� NP

4 ～
2 ～ 4
1 ～ 2
0.5 ～ 1
～ 0.5（％）

� � ����� NP

村

伊 野

表 11 出 市と別府市の国籍別外国⼈⼈⼝（2013 年，2018 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：法務省「在 外国⼈統計」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：総務省「国勢調査」 
 

図 5 出 市の地区別外国⼈⼈⼝割合（2015 年） 
  
 

2013年 2018年 2013年 2018年

中国 450 312 -138 1,318 911 -407
国 172 134 -38 811 735 -76

ベ 35 304 269 344 471 127
171 242 71 134 156 22

1,121 3,646 2 525 11 14 3
0 1 1 88 120 32

国 22 21 -1 118 128 10
の 89 315 226 1,171 1,898 727

合計 2,060 4,975 2 915 3,995 4,433 438

出 市 別府市
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⼀⽅，別府市の外国⼈⼈⼝については，市内に⽴地する⽴命 ジ 平 ⼤学の影響が
⼤きい。同⼤学の 2019 年 5 ⽉ 1 ⽇現在の国籍別学⽣数は表 12 のとおりであり， 学⽣の
数が⽇本⼈の学⽣数に するとともに，国籍もきわめて多 にわたっている。上述の別府
市におけるその他国籍⼈⼝の 加は，様々な国籍を持つ同⼤学の 学⽣の 加が多分に反
映されていると考えられる。 
 
 

表 12 ⽴命 ジ 平 ⼤学の国籍別学⽣数（2019 年 5 ⽉ 1 ⽇現在） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：⽴命 ジ 平 ⼤学の eb ージより 者作成 

 
また，⼤分県の資料によれば，2019 年 12 ⽉末時点における⼤分県内の在 資格「 学

⽣」の外国⼈⼈⼝は 3,678 ⼈であるが，そのうち 81.5％に 当する 2,997 ⼈が別府市に集
中しており3，同⼤学の 学⽣の⼤多数も別府市内に していることがうかがえる。2015
年における町 別の外国⼈⼈⼝割合をみても，同⼤学が⽴地する⼤ 野⽥地区では
68.2％と 出した値となっている（図 6）。ただ⼤分県全体でみれば，別府市以外における
市町でも 能実 ⽣を中⼼とする外国⼈⼈⼝の 加が顕著であるため，県内の⼈⼝分布は
分散化する形となっている。 
 

                                                       
3 https://www.pref.oita.jp/uploaded/attachment/2086546.pdf（2021 年 4 ⽉ 13 ⽇最 ク ス） 
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資料：総務省「国勢調査」 
 

図 6 別府市の町 別外国⼈⼈⼝割合（2015 年） 
 
 
2  町 町 村 町 

 2014〜2019 年の都道府県別の外国⼈⼈⼝割合でみてさほど⼤きな変化がない北海道にお
いても，⼤きな変化が⽣じている市町村は少なくない。もともと ーツク 地域におけ
る外国⼈⼈⼝割合が⾼かったが，近年では内 部において割合が急 する町村が⽬⽴って
いる。「 基本 ⼈⼝」による 2019 年の外国⼈⼈⼝割合が⾼い 20 市区町村は表 13 の
とおりであり，占 村（26.1％）をはじめとして， 川村（12.6％）， 都村（12.3％），

知安町（11.9％）， 町（9.4％）と，スキー ートが んな⼩規模町村が 20 位以
内に み を連ねている。 
 北海道が公表している「 基 トにおける⼈⼝」から得られる 町・ 知安町・占

村・佐 間町における外国⼈⼈⼝割合の推移を図 8 に⽰した。いずれの町村も外国⼈⼈
⼝割合は 加傾向であるが， 町・ 知安町・占 村の 3 町村では 節性が明 に表れ
ている。このなかで， 町・ 知安町では 期で ーク，占 村では 期と 期で ー
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都道府県 市 町村
人口

（人）
人

（人）
人

（ ）
北海道 村
大阪府 大阪市 野

県 大 町
大阪府 大阪市
北海道 市 村
東京都
北海道 都村
北海道 町

県 市
奈 県 市

東京都 豊島
長野県 北 村

県 市
北海道 町
埼玉県 市
東京都
大阪府 大阪市東

県 市
大阪府 大阪市西
大阪府 大阪市

クというパターンを⽰しており，1 年間での変動が⾮常に⼤きい。たとえば占 村では，「
基 トにおける⼈⼝」による 2019 年 1 ⽉末，4 ⽉末，8 ⽉末の外国⼈⼈⼝割合がそれぞ
れ，27.7％，10.6％，22.8％と推移している。占 村は 野 ートが するト が有

であるが，スキー ートのほか当地で観察される 海を活⽤して 期にも観 が多
く集まるようになり（中  2009），それに伴って ート施 の として働く外国⼈
⼈⼝も 加したものと考えられる。⼀⽅，佐 間町を含む ーツク 地域では 同
組合で働く外国⼈ 能実 ⽣を継続的に受け⼊れているという事情があるため（中  
2019），外国⼈⼈⼝割合は 加基調を⽰しつつも，本グラ に⽰した 3 町村とは異なり安定
的に推移している。 

 
 

表 13 外国⼈⼈⼝割合が⾼い市区町村（2019 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：総務省「 基本 に基づく⼈⼝、⼈⼝動態 び 数調査」 
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資料：北海道「 基 トにおける⼈⼝」 
 
図 7 町・ 知安町・占 村・佐 間町の外国⼈⼈⼝割合の推移（2013 年 9 ⽉〜） 
 
 
５．お に 

 本稿では，近年 加が著しい外国⼈⼈⼝に着⽬し，主に⼈⼝分布変化の観点からジ 係数
を⽤いた分析を⾏った後，個別事例について少々触れた。外国⼈⼈⼝割合の 加に伴い，⽇
本⼈と外国⼈を統合した総数ベースでみた⼈⼝移動傾向も外国⼈の移動傾向の影響度が強
まることになる。本稿で⽰したように，都道府県別にみても市区町村別にみても外国⼈の⼈
⼝分布変化のパターンが⽇本⼈のそれと⼤きく異なる状況では，地域推計において総数ベ
ースで⼈⼝移動傾向を捉えることには検討の余地が⼤きいといえよう。将来的には，全国の
将来⼈⼝推計と同様，地域推計においても⽇本⼈と外国⼈を明⽰的に区分した推計が望ま
しいと考えられる。 
 ⼀⽅で，地域別の外国⼈⼈⼝の将来推計は⾮常に である。本稿の個別事例でも⽰した
とおり，地域別外国⼈⼈⼝の変化には ・⼤学・ 施 などの⽴地や，場合によっては

節的な要因も⼤きく影響している。したがって，⼀ に個別地域で観察された 近の⼈⼝
動態を将来に反映させるという 影の観点からの推計は適切ではなく，外国⼈⼈⼝に関し
てすべての市区町村別において ⼥年齢別の移動仮定を 定することは⾮現実的といえよ
う。それに代わる推計⽅法としては，全国で推計されている外国⼈⼈⼝を都道府県別，市区
町村別に配分する⽅法が考えられる。配分にあたっては，たとえば全国や都道府県単位で観
察された全域的な傾向を，都道府県や都道府県内市区町村に適⽤する⼿法があり得る。いず
れにしても，外国⼈⼈⼝の 影が⾮常に であることに加え，最 的な推計結果を全国の
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将来推計⼈⼝と整合させることを考慮すれば，全国の外国⼈⼈⼝をあらかじめ 約 と
するのが妥当といえよう。本稿で⽰したように，⼈⼝分布変化のパターンが国籍別に⼤きく
異なる点にも 意が必要であるが，これについては全国から都道府県別，市区町村別に外国
⼈⼈⼝を配分する の有⽤な情報として活⽤できる可能性もある。 
 現時点では，外国⼈⼈⼝の適切な推計⼿法に関する情報がまだ不⼗分であることも事実
であるが，2020 年国勢調査を基準とする次期推計では， 近期間となる 2015〜2020 年に
おいて「 基本 ⼈⼝」により市区町村別外国⼈⼈⼝の変化が 1 年ごとに捉えられる
ようになるなど，将来的に⽇本⼈・外国⼈別の推計を 野に⼊れた分析のための 材も着実
に整 されてきている。 ス（ O ID-19）の感 ⼤以降，国 ⼈⼝移動
がほぼシ ト トされた状態となり，急 に 加してきた外国⼈⼈⼝も するなど
⼤きな変化がみられるが，このような 変下における地域別外国⼈⼈⼝の動きについても

査することにより，適切な外国⼈⼈⼝の推計⼿法につながる知⾒が得られるとも考えら
れる。とくに地域推計にとっては，今後も様々な⾓度から外国⼈⼈⼝に関する分析を継続さ
せていくことが必要不可 といえよう。 
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